（Ｈ２５．３．１時点）

建築物空気調和用ダクト清掃業の登録の手引き
建築物衛生法第１２条の２第１項第３号に規定する「建築物空気調和用ダクト清掃業」の登録を受けるためには、事業を行うための機械器具その他の設備、事業に従事する者の資格等が厚生労働省令で定める基準に適合し、申請を行う必要があります。

　本書は、登録の手続き等について、具体的に記述し、申請を行う際の手引きとなるように作成しております。
登録の申請

・建築物空気調和用ダクト清掃業については、知事の登録を受けることができます。

・登録の有効期限は６年間となります。

※　熊本市に営業所がある場合には、熊本市保健所へお問い合わせください。
○登録申請書の提出【法第１２条の２第２項】
　登録を受けようとする場合は、申請する営業所の所在地を管轄する保健所に登録申請書を一部提出してください。
○登録申請に必要な書類【省令第３１条】
　登録の申請を行う場合、次の書類の提出が必要となります。

記入に際しては、別添の各様式の記載例を参考にして、必要事項を記入してください。
（１）登録申請書

県規則第６条第１項に規定する別記第４号様式
（２）設備・機器名簿

県規則第６条第２項に規定する別記第５号様式
「登録の基準」の「必要な機械器具」について記載してください。
（３）監督者等名簿

県規則第６条第３項に規定する別記第６号様式
「登録の基準」の「空気調和用ダクト清掃作業の監督を行う者」について記載してください。
空気調和用ダクト清掃作業監督者（再）講習会の修了証書又は建築物環境衛生管理技術者免状の写しを添付してください。

（４）研修実施状況（計画）報告書

県規則第６条第４項に規定する別記第７号様式
「登録の基準」の「作業に従事する者が受講する研修」について記載してください。

　　　登録申請者により研修が実施された場合は、次の①～④を添付してください。

　　　　①研修の実施状況を撮影した写真

　　　　②研修に使用した教材の写し（表紙のみ）

　　　　③研修の指導に当たる者の資格を証する書類

　　　　④受講者名簿

（５）作業実施方法等報告書

県規則第６条第５項に規定する別記第８号様式
「登録の基準」の「空気調和用ダクトの清掃作業及び空気調和用ダクトの清掃作業に用いる機械器具等の維持管理の方法」について記載してください。
登録の基準

登録を受けようとする場合は、次の登録の基準すべてを満たす必要があります。
○必要な機械器具【省令第２６条の３第１号】

　次の機械器具を有すること。
（１）電気ドリル

（２）シャーかニブラのどちらか一方
（３）内視鏡（内視鏡は、写真撮影が出来るものに限ります。）

（４）電子天びんか化学天びんのどちらか一方
（５）コンプレッサー

（６）集じん機

（７）真空掃除機
　※　同じ機械器具を使用して、他の事業の登録要件とすることはできません。
○空気調和用ダクトの清掃作業の監督を行う者【省令第２６条の３第２号】

　ダクト清掃作業監督者(再)講習会を修了し、修了した日から６年を経過しない者又は建築物環境衛生管理技術者免状を有する者
※　２以上の営業所又は２以上の業務の監督者等として登録を受けることはできません。

※　清掃作業監督者が、特定建築物における建築物環境衛生管理技術者を兼務することはできません。
※　建築物環境衛生管理技術者をダクト清掃作業監督者として登録を受けた場合、登録の更新の際には、その者はダクト清掃作業監督者再講習会を受講している必要があります。
○作業に従事する者が受講する研修【省令第２６条の３第３号】
研修の対象

（１）研修の内容

　　　・空気調和用ダクトの清掃作業に用いる機械器具の使用方法、空気調和用ダクトの清掃作業の安全と衛生に関するもの。
　　　・登録を受けようとする者又は厚生労働大臣の登録を受けた者が実施主体となって定期的に行われるものであり、空気調和用ダクトの清掃作業に従事する者すべてが受講できるものであること。

（２）研修の指導者

　　　　その指導に当たる者が、(１)の内容を指導するのに適当と認められる者であること。
※　研修は、年に１回以上実施する必要があります。

※　実際に作業に従事する者全員（アルバイトやパート職員を含む。）が研修を受講する必要があります。
○清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方法

【省令第２６条の３第４号・告示第１１７号第三】

　　空気調和用ダクトの清掃作業及び空気調和用ダクト清掃用機械器具等の維持管理の方法が次の基準を満たしている必要があります。
（１）ダクトの配管系統、寸法、形状及び材質を図面等により確認するほか、清掃を行おうとする日の建築物の使用状況及びダクトの運転状況を考慮した適切な方法により行うこと。
（２）清掃に使用する資機材の搬入時及び清掃時における天井、壁及び床並びに室内における備品等の汚損を防止するため、必要な場所にフィルムシートによる養生等を行うこと。
（３）清掃の前後において、ダクト内部の粉じんの堆積状況等を内視鏡により点検するとともに、堆積している粉じんの量を測定して清掃の効果を確認すること。
（４）清掃後、送風機を試運転し、ダクト内部に残留した粉じんが室内に流入しないことを確認すること。粉じんの室内への流入が認められる場合は、再度清掃を行う等必要な措置を講ずること。
（５）空気調和用ダクトの清掃作業に用いる機械器具その他の設備について、定期に点検し、必要に応じ、整備又は修理を行うこと。
（６）空気調和用ダクトの清掃作業及び空気調和用ダクトの清掃作業に用いる機械器具その他の設備の維持管理は、原則として自ら実施すること。これらの業務を他の者に委託する場合は、あらかじめ、受託者の氏名等を建築物維持管理権原者に通知するとともに、受託者から業務の実施状況について報告を受けること等により、受託者の業務の方法が(１)から(５)までに掲げる要件を満たしていることを常時把握すること。
（７）建築物維持管理権原者又は建築物環境衛生管理技術者からの空気調和用ダクトの清掃作業及び空気調和用ダクトの清掃作業に用いる機械器具その他の設備の維持管理に係る苦情及び緊急の連絡に対して、迅速に対応できる体制を整備しておくこと。
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